
埼玉県四半期経営動向調査結果につい
て

（平成１７年１０～１２月期）

Ｉ 調査結果の総括

（１）県内中小企業の経営概況
「県内中小企業の経営動向は、緩やかな回復の動きが続いている。

今後については、先行き不透明感が強い中、回復の動きは弱含む見通しである。」
○経営者の景況感／引き続き改善した。
○売上げ／引き続き改善し９年ぶりにプラスの水準に転じたものの、来期は悪化する見通

しである。
○資金繰り／改善に転じたものの、来期は再び悪化する見通しである。
○採算／改善に転じたものの、来期は再び悪化する見通しである。
○設備投資／実施率が引き続き低下した。
○その他（ヒアリング）／製造業は上向いている業種が多いものの、一部の業種で不況感

の強い状況が続いている。
また、小売業は厳しい状況ではあるものの、一部で明るい兆し

がみられ、情報サービス業は上向く動きがみられる。

（２）特別調査事項（取引先金融機関の貸出姿勢等について）
※ 特別調査事項として、取引先金融機関の貸出姿勢等について県内中小企業に尋ねたと

ころ、次のような結果となった。
１年前と比べた現在の取引先金融機関の貸出態度については、「緩やかになった」と

する企業が「厳しくなった」とする企業を大きく上回っている。
また、貸出態度が緩やかになったとする具体的理由については、「新規貸出の積極化」

とする企業が最も多く、次いで「金利引き下げ」となっている。

II 調査要領

（１）調査方法及び調査対象

(１) アンケート調査
・ 製 造 業 ： 900企業中、回答数 559企業（回答率62.1％）
・ 非 製 造 業※ ： 1,300企業中、回答数 896企業（回答率68.9％）

計 ： 2,200企業中、回答数1,455企業（回答率66.1％）
※ 非製造業は建設業、卸売・小売業、飲食店、情報サービス業、医療業、サービス業

(２) ヒアリング調査
・ 製 造 業 ： 24企業・組合
・ 小 売 業 ： 8企業・商店街
・ 情報サービス業： 3企業

計 ： 35企業等

（２）調査対象期間
平成１７年１０～１２月（調査時期：平成１７年１２月）

（３）実施機関
埼玉県産業労働部産業労働政策課及び埼玉県産業労働センター

III 調査結果概要

１ アンケート調査結果の概況
※ ＤＩ(景気動向指数：Diffusion Index)とは、例えば「好況」と回答した企業割合か

ら「不況」と回答した企業割合を差し引いた指数で、企業の景況判断等の強弱感の判
断に使用する指数のことである。
〈例〉「好況」４.５％ 「普通」３２.５％ 「不況」６３.０％
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（１）経営者の景況感と今後の景気見通し
「景況感は引き続き改善した。今後の見通しについては、先行き不透明感が強いものの、後
退懸念がやや低下した。」
業種別にみると、製造業は２期連続で改善し、非製造業は４期連続で改善した。

〈 景況感ＤＩ： 前 期 → 当 期 （前年同期 ）〉
・全 体：▲４７.５ → ▲４２.６（▲５３.７）
・製 造 業：▲３８.０ → ▲３１.１（▲４１.０）
・非製造業：▲５４.４ → ▲４９.８（▲６１.９）

〈「良い方向に向かう」と回答した企業割合：前期→当期〉
・全 体： １０.４％ → １４.８％
・製 造 業： １０.５％ → １５.９％
・非製造業： １０.３％ → １４.２％

〈「悪い方向に向かう」と回答した企業割合：前期→当期〉
・全 体： ２３.３％ → ２１.４％
・製 造 業： １９.２％ → １４.０％
・非製造業： ２６.３％ → ２５.９％

（２）売上げについて
「３期連続で改善し９年ぶりにプラスの水準（＊）に転じたものの、来期は悪化する見通し
である。」
当期の売上げＤＩは、製造業、非製造業ともに３期連続で改善し、製造業は１年ぶりにプ

ラスの水準に転じている。
来期については、製造業、非製造業ともに当期の売上げＤＩを下回る見通しである。

（＊平成８年当時の調査は埼玉県中小企業振興公社が実施しており、対象企業は製造業と小売業のみ）
〈売上げＤＩ： 前 期 → 当 期 （前年同期 ）→ 来 期 〉
・全 体：▲１４.８ → ３.６（▲ ６.４）→ ▲１３.１
・製 造 業：▲ ９.７ → １２.３（ ０.６）→ ▲１０.５
・非製造業：▲１８.４ → ▲ １.８（▲１０.８）→ ▲１４.８

（３）資金繰りについて
「２期ぶりに改善したものの、来期は再び悪化する見通しである。」
当期の資金繰りＤＩは、製造業、非製造業ともに２期ぶりに改善している。
来期については、製造業、非製造業ともに当期の資金繰りＤＩを下回る見通しである。

〈資金繰りＤＩ： 前 期 → 当 期 （前年同期 ）→ 来 期 〉
・全 体 ：▲１６.６ → ▲ ８.８（▲１３.０）→ ▲１５.４
・製 造 業 ：▲１０.２ → ▲ １.６（▲ ７.３）→ ▲１２.７
・非製造業 ：▲２１.２ → ▲１３.３（▲１６.７）→ ▲１７.１

（４）採算について
「２期ぶりに改善したものの、来期は再び悪化する見通しである。」
当期の採算ＤＩは、製造業、非製造業ともに２期ぶりに改善している。
来期については、製造業は当期の採算ＤＩを下回り、非製造業は上回る見通しである。

〈採 算 ＤＩ： 前 期 → 当 期 （前年同期 ）→ 来 期 〉
・全 体：▲２８.５ → ▲１８.３（▲２６.０）→ ▲１９.３
・製 造 業：▲２３.２ → ▲ ９.２（▲２１.６）→ ▲１６.８
・非製造業：▲３２.２ → ▲２４.０（▲２８.８）→ ▲２０.９

（５）設備投資の動向について
「実施率は、わずかながら低下し、２期連続の悪化となった。来期も引き続き低下する見通
しである。」
実施率は、製造業は前期の実施率を上回っているが、非製造業は下回っている。
来期については、製造業、非製造業ともに低下する見通しである。

〈設備投資実施率： 前 期 → 当 期 （前年同期 ）→ 来 期 〉
・全 体 ：２７.７％ → ２７.６％（２７.７％）→ ２３.２％
・製 造 業 ：３２.８％ → ３４.１％（３４.５％）→ ３２.１％
・非製造業 ：２４.０％ → ２３.５％（２３.４％）→ １７.８％

２ ヒアリング調査結果の概況

（１）製造業
輸送用機械器具、金属製品など多くの業種で業況は上向いているが、印刷・出版は当期も

不況感の強い状況が続いている。
売上げは、前年同期を上回っている業種が多い。
受注単価は、下がった業種とほとんど変わらない業種が多い。
採算性は、受注単価の低下や原材料価格の上昇が影響し、悪化している企業が多い。
原材料価格は、全体的に上昇・高値安定の傾向が続いている。
個別品目の受注動向については次のとおりである。
・ 自動車関連は、引き続き好調である。
・ 医療機器関連は、安定している。



設備投資については、一般機械、輸送用機械器具及びプラスチック製品を中心に、機械設
備の導入や更新などを実施した企業がみられた。

（２）小売業
厳しい状況ではあるものの、一部で明るい兆しがみられる。
・ 百貨店は、２か月連続して前年並みの売上げとなった店舗が多くみられるなど、厳し

い状況に明るい兆しがみられる。
・ ディスカウントスーパーは、客数の増加や売上げ目標の達成など、明るい兆しが出て

いる。
・ 商店街は、厳しい状況が続いている。

（３）情報サービス業（ソフトウェア業）
上向く動きがみられる。

３ 特別調査事項結果の概況「取引先金融機関の貸出姿勢等について」
特別調査事項として、取引先金融機関の貸出姿勢等について県内中小企業に尋ねたところ、

次のような結果となった。

（１）１年前と比べた現在の取引先金融機関の貸出態度について
「緩やかになった」とする企業が「厳しくなった」とする企業を大きく上回った。また、

３年連続で前回調査と比べて「緩やかになった」が増加し「厳しくなった」が減少しており、
金融機関の貸出態度は引き続き緩和している。

（２）「緩やかになった」とする企業の具体的理由について
「新規貸出の積極化」とする企業が最も多く、次いで「金利引き下げ」、「担保・保証条件

の緩和」と続いている。

（３）「厳しくなった」とする企業について

ア 具体的理由
「新規貸出の拒否」とする企業が最も多く、次いで「担保・保証条件の厳格化」、「金利

引き上げ」と続いている。

イ 厳しくなったことへの対応策
「預貯金の取り崩し」とする企業が最も多く、次いで「賃金・賞与の抑制」、「従業員の

削減」と続いている。

（４）県制度融資の利用状況等について
全体の４１.３％の企業が「利用したことがある」としており、「知っているが利用したこ

とがない」とする企業を合わせると８５.１％を占め、県制度融資が多くの中小企業に周知さ
れていることを示している。


